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　 (百万円未満切捨て)

1.平成20年6月中間期の連結業績（平成20年1月1日～平成20年6月30日）
(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年6月中間期 80,217 △19.5 15,443 △23.1 12,034 △31.1 5,517 △44.6
19年6月中間期 99,670 491.2 20,088 50.3 17,471 39.6 9,949 39.3

 19年12月期 138,025 ― 30,863 ― 26,120 ― 14,662 ―
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

20年6月中間期 8,681 88 7,982 01
19年6月中間期 34,797 02 31,523 83

 19年12月期 24,833 95 22,375 29

(参考) 持分法投資損益 20年6月中間期 30百万円 19年6月中間期 242百万円 19年12月期 813百万円
　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　20年6月中間期 433,886 95,171 14.7 100,465 24

　19年6月中間期 265,167 66,508 17.9 165,125 67

　19年12月期 338,509 80,488 18.0 95,872 59

(参考) 自己資本 20年6月中間期 63,920百万円 19年6月中間期 47,380百万円 19年12月期 60,836百万円
　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

　20年6月中間期 △66,408 △11,879 67,433 33,595

　19年6月中間期 945 △27,404 24,267 35,803

　19年12月期 △48,778 △35,962 91,886 44,962

　
2.　配当の状況

　 1株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭

19年12月期 - - 2,350 00 2,350 00

20年12月期(実績) - - - 　 　

20年12月期(予想) - 2,350 00 2,350 00

　
3.　20年12月期の連結業績予想（平成20年1月1日～平成20年12月31日）

　 (％表示は、対前期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 188,100 36.3 31,800 3.0 24,300 △7.0 12,500 △14.7 19,636 18
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　有

　 新規　2社（社名：匿名組合ケイディーエックス・テン、匿名組合ケイダブリュー・フィフス） 　

(注)　詳細は、10ページ「企業集団の状況」をご覧ください。
　

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　無

②　①以外の変更　　　　　　　　　無
　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　
①

 

期末発行済株式数
(自己株式を含む)

20年6月中間期 636,832株 19年6月中間期 287,023株  19年12月期 635,140株

　② 期末自己株式数 20年6月中間期 587株 19年6月中間期 87株  19年12月期 587株

(注)　１株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、49ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　20年6月中間期の個別業績（平成20年1月1日～平成20年6月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年6月中間期 13,320 △20.3 11,307 △24.1 12,066 △19.2 7,965 △15.0
19年6月中間期 16,721 33.4 14,895 35.9 14,940 39.7 9,375 44.2

 19年12月期 26,674 ― 23,106 ― 21,686 ― 13,352 ―
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭

20年6月中間期 12,523 75

19年6月中間期 32,777 12

 19年12月期 22,606 96
　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年6月中間期 250,006 63,667 25.5 99,975 18

19年6月中間期 143,009 44,710 31.3 155,774 92

 19年12月期 179,431 57,680 32.1 90,814 88

(参考) 自己資本 20年6月中間期63,667百万円 19年6月中間期44,710百万円 19年12月期57,680百万円

　

2.　20年12月期の個別業績予想（平成20年1月1日～平成20年12月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 28,900 8.3 24,000 3.9 23,000 6.1 14,200 6.4 22,307 00

　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、実際の業績等はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関す
る事項は、4ページ「１．経営成績　(1)経営成績に関する分析　b.当期の見通し」をご参照ください。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

　a.当中間期の経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原材料価格の高騰や、サブプライムローン問題に端を発し

た米国経済の後退懸念等により、景気の減速感が強まってまいりました。

　当社グループが属する不動産及び不動産金融業界においても、サブプライムローン問題に端を発した金

融市場の混乱から、金融機関の不動産融資の厳格化が進む等、資金調達環境を中心に変化が表れておりま

す。こうした変化により、不動産市場の流動性低下というかたちで影響が生じており、不動産投資市場は

不透明な局面に入っております。一方、海外機関投資家を中心として、積極的な本邦不動産への投資意欲

を有する投資家も、依然として存在します。

　このような状況にあって、当社グループにおきましては、優良案件の発掘と顧客投資家への投資機会の

提供に注力し、アセットマネジメント業務の更なる機能強化に努めてまいりました。

　平成20年2月には、当社グループがスポンサーとなっているケネディクス不動産投資法人へ、オフィス

ビル9物件319億円を売却し、引き続き同投資法人の成長を支援した他、年金基金を投資家とする資産規模

約400億円からなる住宅投資特化型の私募ファンド（年金10号ファンド）の組成に成功いたしました。こ

のような活動を通じて、当社グループが受託するアセットマネジメント受託残高も順調に増加し、平成20

年6月末現在約8,400億円となっております。一方で、上期に予定していた商業施設を投資対象とする私募

ファンドの組成が下期にずれ込む等、当初の見込みが未達成となる部分も生じています。

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は前年同期比19.5％減の80,217百万円となり、営業利益、経

常利益及び純利益はそれぞれ15,443百万円（前年同期比23.1％減）、12,034百万円（同31.1％減）、5,517

百万円（同44.6％減）となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産投資アドバイザリー事業

　不動産投資アドバイザリー事業につきましては、アクイジションフィー及び匿名組合分配損益が減少し

たこと等の結果、営業収益は1,702百万円（前年同期比54.1％減）、営業利益は1,173百万円（同61.4％

減）となりました。

　

②不動産投資事業

　不動産投資事業につきましては、賃貸事業収入が順調に推移したことに加え、当社グループが運用する

REIT等に対する売却を中心として、保有物件の売却を行ったものの、上期に予定していた商業施設を投資

対象とする私募ファンドの組成が下期にずれ込んだことで、不動産売却収入が減少したことから、営業収

益は76,973百万円（前年同期比16.6％減）、営業利益は13,371百万円（同0.5％増）となりました。

　

③アセットマネジメント事業

　アセットマネジメント事業につきましては、受託資産の増加に伴い、管理報酬であるアセットマネジメ

ントフィーが増加したものの、前年同期に比べ、受託資産の外部売却が少なかった為、成功報酬であるイ

ンセンティブフィーが大幅に減少いたしました。この結果、営業収益は3,417百万円（前年同期比39.9％

減）、営業利益は1,908百万円（同56.0％減）となりました。
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④債権投資マネジメント事業

　債権投資マネジメント事業につきましては、債権回収益及び匿名組合損益が減少したこと等の結果、営

業収益は243百万円（前年同期比76.5％減）、営業損失は44百万円（前年同期は672百万円の営業利益）と

なりました。

　

　b.当期の見通し

 下期においては、上期に予定していた商業施設を投資対象とする私募ファンドの他、新たな私募ファ

ンドの組成と、外部売却も含めた自己勘定保有物件の売却を推進してまいります。これらのファンド組成

とそれに伴う物件売却によって、不動産売却収入の他、物件の取得にかかわるアクイジションフィーやア

セットマネジメントフィーの増加も期待されます。とくに、大型開発物件のファンドへの売却による開発

利益の実現も予定されており、下期の事業は概ね順調に推移するものと予想しております。

　しかしながら、足元の不動産価格の調整も勘案し売却益を保守的に見積もったことにより、通期の業績

につきましては営業収益188,100百万円、営業利益31,800百万円、経常利益24,300百万円、当期純利益

12,500百万円を見込んでおります。

 

　 ケネディクス㈱(4321)平成20年12月期中間決算短信

― 4 ―



(2) 財政状態に関する分析

当社グループにおいては、優良な不動産ポートフォリオを構築すべく、当社の連結子会社を通じ、自己

勘定による不動産の取得を行っております。

　これらの自己勘定投資は、主として不動産ファンドへ組入れる目的で安定的な収益を生み出す前の先行

取得として行っており、個々の物件の保有期間は短期間であることから、一定時点における自己勘定投資

物件の保有水準によって当社グループの総資産は大きく変動いたします。

　また、自己勘定投資に係る取得資金の調達は、主に短期の銀行借入によっており、自己勘定投資物件の

保有水準に応じて、借入残高も大きく変動いたします。

　当社グループは安定的かつ機動的な資金調達と大型物件への取組を可能とするため、コミットメントラ

インを設定しており、平成20年6月末現在、設定したコミットメントライン枠は625億円となっておりま

す。

　また、物件の取得にあたり連結子会社においてノンリコースローンによる資金調達を行う場合がありま

すが、当該ノンリコースローンは物件を保有している子会社を対象に融資され、返済原資はその子会社が

保有する資産に係るキャッシュフローの範囲内に限定されるため、当社グループの有利子負債への依存の

分析にあたっては、当該ノンリコースローンの影響を控除する必要があります。

　なお、有利子負債の自己資本に対する比率（デット・エクイティ・レシオ）の推移は以下の通りです。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年6月期

有利子負債① 59,562 106,630 238,269 312,610

(うちノンリコースローン②) （11,049） （29,640） （120,366） (134,959)

純資産③ 28,561 39,794 80,488 95,171

現金及び預金④ 18,658 34,390 39,369 26,769

純有利子負債⑤(①-②-④） 29,853 42,599 78,533 150,881

ノンリコースローン控除後
ネット・デット・エクイティ・レシ
オ（⑤/③）％

104.5 107.0 97.6 158.5

 （注）平成18年12月に発行したゼロクーポンの転換社債型新株予約権付社債200億円を含みます。

　

（資産、負債及び純資産の状況）

当中間連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べて95,376百万円増加し、433,886百万円とな

りました。これは主に、たな卸資産が103,322百万円増加したこと等によるものであります。

　負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて80,693百万円増加し、338,714百万円となりまし

た。これは主に、たな卸資産の増加に伴う借入金の増加によるものであります。

　純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて14,683百万円増加し、95,171百万円となりまし

た。これは主に、中間純利益の計上を中心とした利益剰余金の増加が3,967百万円あったことの他、少数

株主持分が11,598百万円増加したことによるものであります。なお、少数株主持分は、主に、当社グルー

プが連結したファンドに対する当社グループ以外の顧客投資家の出資持分であります。
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（キャッシュ・フローの状況）

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により66,408百万円減少し、投資活動

により11,879百万円減少し、財務活動により67,433百万円増加いたしました。この結果、当中間連結会計

期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、11,367百万円減少し33,595百万円とな

りました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において営業活動の結果、使用した資金は、66,408百万円（前年同期は945百万円

の増加）となりました。これは主に、たな卸資産の増加が76,015百万円あったことなどによるものであり

ます。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において投資活動の結果、使用した資金は、11,879百万円（前年同期比56.6％減）

となりました。これは主に、匿名組合の出資持分の取得を中心とする子会社株式・出資金等の取得による

支出が14,736百万円減少したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動の結果、得られた資金は、67,433百万円（前年同期比177.9％増）

となりました。これは主に、たな卸資産の増加や子会社株式・出資金の取得に伴う借入金の増加によるも

のであります。また、当中間連結会計期間においては少数株主からの払込による収入が8,283百万円あり

ましたが、これは主に、当社グループが連結したファンドに対する当社グループ以外の顧客投資家の出資

持分であります。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけており、連結業績に応じた配当を継続的に行う

ことを基本方針としております。

　一方で、当社が現在成長過程にあることも勘案し、内部留保については収益性の高い自己勘定投資物件

の取得等、今後の事業拡大のための投資等に充当することも必要な段階であると認識しております。

　これらを踏まえ、当社は、業績の動向、将来の成長のための内部留保の充実及び配当性向等を総合的に

勘案して配当額を決定しております。

　当期につきましては1株当たり普通配当を2,350円とする予定であります。今後も、配当性向の向上に努

めると同時に、内部留保金につきましては自己勘定投資物件の取得等に充当し、一層の事業拡大に努めま

す。

　当社は、一層の業績の向上を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながるとの認識に立ちなが

ら、同時に積極的な利益還元策を引き続き検討していく所存であります。

　

(4) 事業等のリスク

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、当社

グループは、これらのリスク発生の可能性を把握した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

所存であります。本項における将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において当社グループが

判断したものであります。

① 経済情勢の悪化

　当社グループは不動産投資に関連するサービスの提供及び不動産の運営管理等を行っておりますが、経

済情勢が悪化し、空室率の上昇や賃料の下落といったように不動産市況が低迷した場合には、当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループは、金融機関からの借入金や社債の発行により、事業に必要な資金を調達しており

ます。このため、金融情勢が悪化し金融機関が貸出を圧縮した場合や、当社信用力の市場評価が著しく低

下した場合等に、必要な資金が調達できず当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

② 競合

　当社の事業である不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業において提供する不動産

ファンドは、各種金融商品、投資対象商品との運用パフォーマンスの比較競争にさらされることも予想さ

れ、不動産ファンドが他の投資対象との比較において相対的に魅力が低下した場合には、当社グループの

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

③ 金利水準の動向

　将来において、金利水準が上昇した場合には、資金調達コストの増加、顧客投資家の期待利回りの上

昇、不動産価格の下落等の事象が生ずる可能性があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

④ 人員の確保

　当社グループが今後も不動産投資に関する高度な知識と経験に基づく競争力のあるサービスを提供して

いくためには、優秀な人員の確保が不可欠となります。当社はこのような認識のもと積極的に優秀な人員
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を採用していく方針でありますが、当社の求める人材が十分に確保できない場合、または現在在職してい

る人材が大量に流出するような場合は、事業推進に影響が出る可能性があるとともに、業績にも悪影響を

与える可能性があります。

　

⑤ 各種規制変更のリスク

　当社グループは、現時点の各種規制に従って、また、規制上のリスクを伴って業務を遂行しております

が、将来において各種規制が変更された場合には、当社グループの事業推進に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。当社グループが規制を受ける主なものは、金融商品取引法、宅地建物取引業法、投資信託及び投

資法人に関する法律、債権管理回収業に関する特別措置法、貸金業法、建築士法等があります。

　なお、金融商品取引法の施行により、当社グループが運用する不動産ファンドについても、当該法律に

よる規制を受けることとなりました。当社グループにおいては、当該法令への対応を推進しております

が、法令の詳細部分の解釈等が未確定な部分もあり、今後、法令等の動向や、解釈によっては、当社グル

ープの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑥ 災害による投資不動産の価値の毀損リスク

　当社グループが投資・保有している不動産が所在する地域において、地震、戦争、テロ、火災等の災害

が発生した場合には、当該不動産の価値が毀損する可能性があり、当社グループの業績や財政状態に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

⑦ 財政状態及び経営成績の変動

　当社グループは、上場以来、現在まで急速に事業規模を拡大してきており、業績も急速な成長過程にあ

ると認識しております。今後も自己勘定投資による物件取得及び当社グループが組成するファンドへの少

額投資の促進等により、たな卸資産や投資有価証券の増加、総資産の拡大や、これらに伴う有利子負債の

増加が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に変動が生じる可能性があります。当社グループとし

ては、今後の事業規模の拡大と自己資本の充実、財務体質の強化を重要な経営課題と認識しており、これ

らのバランスをとりつつ、着実な成長とリスクの抑制に努める方針です。

　

⑧ 不動産の瑕疵等に関するリスク

　当社グループが主たる投資対象としている不動産には、権利関係や土壌、建物の構造等について、瑕疵

や欠陥等が存在している可能性があります。当社グループでは、物件取得前には十分なデューデリジェン

スを実施しておりますが、物件取得後に構造計算書偽装や瑕疵等の存在が判明し、当社グループにおいて

これを治癒するための想定外の費用負担が発生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　

⑨ M＆A、資本提携等

　当社グループでは、アセットマネジメント受託残高の拡大や投資対象不動産の多様化に結びつき、既存

事業とのシナジー効果が認められる場合には、M＆Aや資本提携等も事業拡大の有力な手段として位置付け

ております。
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　M＆Aや資本提携を実行する場合には、事前に十分な調査を実施し、各種のリスク低減に努める所存です

が、これらを実施した後に、偶発債務等が発見されたり、相手先及び当社が期待通りの成果をあげられな

い可能性があり、この場合には当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑩ 連結の範囲決定に関する事項

　当社グループが組成・運用する私募ファンドの大部分は、匿名組合契約を用いたストラクチャーによっ

ており、一般に、この匿名組合の営業者の出資持分は中間法人等が保有する形で倒産隔離を図っておりま

す。当社グループが属する不動産ファンド及び債権投資ファンド業界においては、連結の範囲決定に関し

て、当該ストラクチャーにおけるアセットマネジメント契約やサービサー契約等に対する支配力及び影響

力の判定について、未だ会計慣行が定まっていない状態であると認識しております。

　平成18年9月8日に「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会　実務対応報告第20号）が公表されたことに伴い、当社グループは、平成18年度12

月期より当該実務対応報告を適用しております。現状、各ファンド及びSPCごとに、アセットマネジメン

ト契約や匿名組合契約等を考慮し、個別に支配力及び影響力の有無を判定した上で、子会社及び関連会社

を判定し、連結の範囲を決定しております。

　今後、新たな会計基準の設定や、実務指針等の公表により、SPCに関する連結範囲決定方針について、

当社が採用している方針と大きく異なる会計慣行が確立された場合には、当社の連結範囲決定方針におい

ても大きな変更が生じ、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。　
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２　企業集団の状況

　当社グループは、当社(ケネディクス株式会社)、子会社128社及び関連会社63社により構成されております。

当社グループの事業は、不動産投資アドバイザリー事業、不動産投資事業、アセットマネジメント事業、債権

投資マネジメント事業であり、REITや私募ファンドを通じて、顧客投資家に対する不動産や不動産担保付債権

等への投資戦略の立案・投資アドバイス、投資案件の運営・管理によるアセットマネジメントなど一連の投資

プロセスに関する総合的で包括的な投資サービスの提供を行っております。また、当社が構築する一部の投資

案件については、より明確に顧客投資家との利害を一致させることと同時に、当社としてもより大きな利潤獲

得のために、当社グループ自身が少額投融資を行っております。 さらに、ファンドに組入れるまでの一時的

な保有を目的として、自己勘定による不動産投資も行っております。

　当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。

　

　

（注）住宅流通㈱は、㈱クレスに商号を変更しております。
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（重要な子会社の異動）

　下記の子会社は特定子会社に該当し、当中間連結会計期間において匿名組合出資を行なったことにより、新

たに連結の範囲に含めることとなりました。

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

匿名組合ケイディー・エック
ス・テン

東京都港区 12,101 不動産投資事業 － －
不動産投資における投資ビー
クル

匿名組合ケイダブリュー・フ
ィフス

東京都港区 5,300 不動産投資事業 － －
不動産投資における投資ビー
クル

（注）匿名組合ケイディー・エックス・テンは、匿名組合KRF20から名称を変更しております。
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、不動産及び不動産金融に関する専門家集団として、綿密な調査力と確かな不動産関連

ノウハウを駆使し、常に変化する不動産市場の動静を冷静に分析・評価することにより、最大の投資リタ

ーンの実現を目指して事業を展開してまいりました。

　今後も、目的意識と誠実さを重んじ、顧客や社員、そして投資家の皆様との長期的な信頼関係を大切に

し、企業価値を最大化することを通じて社会に貢献してまいりたいと考えております。

(2) 目標とする経営指標

当社は一層の経営の安定性確保を重視し、安定的な収入を獲得できるアセットマネジメント事業の拡大

に注力しておりますが、当該方針にのっとり不動産アセットマネジメントの受託残高を当社における最も

重要な経営指標と捉えております。なお、平成20年6月末の受託残高は8,400億円となり、前連結会計年度

末比1,051億円14.3％の純増加を達成いたしました。

　また、当社は株主価値の持続的な向上を重要な経営課題と位置づけ、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

等の指標を参考としながら経営を行っております。

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループが事業として行っている不動産及び不動産金融の分野は、不動産の所有と運営の分離の進

展を背景に、一層の市場拡大が見込まれております。また、J-REIT市場の拡大や当社の推進している年金

基金の不動産投資に見られるように、ひとつの運用手段としての不動産投資の存在感が高まっています。

　このような環境において、当社グループの専門性・創造性は今後益々ニーズが高まることが予想され、

当社グループは一連の投資プロセスに対して総合的で包括的な投資サービスの提供を積極的に行っていく

方針です。

　アセットマネジメント受託残高の拡大による安定的な収益を確保しながら、利益率の高い成功報酬の獲

得や、収益性の高い不動産及び債権投資を実施し、これらを融合させることで、安定的かつ収益性の高い

収益構造の企業グループを形成し、我が国を代表する不動産のアセットマネージャーを目指してまいりま

す。

　当社グループでは、収益性の高い不動産への投資拡大の観点から、投資対象の多様化による事業拡大に

対しても積極的に取り組んでいく方針であります。

　当社グループは、不動産ファンドの投資対象として、オフィスビル・賃貸住宅・商業施設・物流施設に

加え、介護施設等事業性の高い不動産等も取り扱っておりますが、こうした投資対象の多様化は、特定の

アセットクラスの市況に左右されない企業の安定性を高める上で、重要な施策のひとつと捉えています。

また、アセットマネジメント受託残高の拡大や投資対象不動産の多様化に結びつき、既存事業とのシナジ

ー効果が認められる場合には、M＆Aや資本提携等も事業拡大の有力な手段として位置付けております。

　また、グローバルな運用を行う海外機関投資家にとって、本邦不動産はアジアにおける核として不可欠

の存在であることは間違いありません。こうした海外の投資家ニーズを取り込み、取引を推進していくこ

とが顧客投資家層の多様化を実現し、経営基盤の強化につながるものと考えております。

　さらに当社グループは、さまざまな国や地域の金融及び不動産動向に関する情報収集と分析・検討を進

めております。本邦投資家の海外不動産投資や、海外投資家の本邦不動産への投資といった、グローバル

な資金の動きや投資ニーズにもタイムリーに対応し、顧客投資家と投資対象不動産を結びつけるゲートキ

ーパーを目指してまいります。
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(4) 会社の対処すべき課題

金融市場の混乱もあり、足元の不動産市場はにわかに不透明感が増していますが、一方でわが国不動産

に対する積極的な投資スタンスを維持する海外投資家も数多く存在します。こうした背景のもと、不動産

価格の調整が進む局面では優良な投資対象を適正な価格で確保することが、引き続き重要な課題でありま

す。またそうした投資対象を機動的・安定的に取得するためにも、当社自体の財務内容を健全に維持して

いくことの必要性を認識しております。自己勘定投資の適正水準を意識しながら、収益面でもフィー収入

と投資リターンのバランスに配慮した経営をこころがけてまいります。

　顧客投資家については、年金基金に代表される長期安定的な投資方針を有する顧客投資家の獲得に注力

する方針であり、加えて当面は多様なリスクの許容が可能な海外投資家との取引を拡大することで顧客投

資家の多様化を推進する所存であります。

　当社グループが組成するJ-REITとして、ケネディクス不動産投資法人と日本ロジスティクスファンド投

資法人が、東京証券取引所に上場しており、Challenger Kenedix Japan Trustがオーストラリア証券取引

所に上場しております。当社グループは、これらの継続的な成長が、当社グループの継続的・安定的な成

長に資するものと認識しており、資産規模拡大に取組んでまいります。

　急速に変化していく不動産市場においては、最新の情報、最新のスキームの習得が必要であり、優秀な

スタッフの充実が重要であります。そのために、インセンティブプランの実施等を通じて、従業員の士気

向上に努めるとともに、優秀な人材を積極的に確保していく方針です。

　金融商品取引法の施行に代表される当業界に対する規制に対しては、その動向を正確に把握し、的確で

十分なコンプライアンス体制を構築してまいります。

(5) その他、会社の経営上重要な事項

　該当事項はありません。
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４　中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 30,708 　 　 26,769 　 　 39,369 　

　２　信託預金 ※２ 　 7,065 　 　 11,517 　 　 6,966 　

　３　営業未収入金 　 　 680 　 　 1,129 　 　 971 　

　４　たな卸資産 ※２ 　 178,280 　 　 347,218 　 　 243,895 　

　５　買取債権
※2、
3

　 13,345 　 　 5,595 　 　 5,532 　

　６　その他 　 　 8,558 　 　 8,268 　 　 11,358 　

　７　貸倒引当金 　 　 △329 　 　 △52 　 　 △327 　

　　　流動資産合計 　 　 238,310 89.9 　 400,446 92.3 　 307,766 90.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 179 0.1 　 200 0.1 　 203 0.1

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

   （1）のれん 　 　 - 　 　 2,283 　 　 - 　

   （2）その他 　 　 532 　 　 23 　 　 973 　

　　　無形固定資産合計 　 　 532 0.2 　 2,306 0.5 　 973 0.3

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 20,669 　 　 26,962 　 　 25,131 　

　　(2) 出資金 ※２ 　 2,284 　 　 280 　 　 188 　

　　(3) 長期貸付金 ※２ 　 1,165 　 　 1,036 　 　 1,920 　

　　(4) その他 　 　 2,027 　 　 3,111 　 　 2,326 　

    (5)貸倒引当金 　 　 - 　 　 △458 　 　 - 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 　 26,146 9.8 　 30,932 7.1 　 29,566 8.7

　　　固定資産合計 　 　 26,857 10.1 　 33,439 7.7 　 30,743 9.1

　　　資産合計 　 　 265,167 100.0 　 433,886 100.0 　 338,509 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　営業未払金 　 　 411 　 　 7,632 　 　 477 　

　２　短期借入金
※2、
4

　 53,657 　 　 105,732 　 　 60,720 　

　３　コマーシャル・
　　　ペーパー

　 　 4,000 　 　 1,000 　 　 6,000 　

　４　１年内返済予定
　　　長期借入金

※2、
　4

　 8,742 　 　 19,305 　 　 17,312 　

　５　１年内償還予定社債 ※２ 　 3,385 　 　 4,664 　 　 3,435 　

　６　未払法人税等 　 　 9,601 　 　 2,450 　 　 8,409 　

　７　預り敷金 　 　 4,196 　 　 7,842 　 　 5,405 　

　８　賞与引当金 　 　 350 　 　 292 　 　 - 　

　９　役員賞与引当金 　 　 150 　 　 238 　 　 430 　

　10　その他 　 　 4,629 　 　 7,008 　 　 4,205 　

　　　流動負債合計 　 　 89,124 33.6 　 156,164 36.0 　 106,397 31.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 ※２ 　 33,469 　 　 42,667 　 　 47,110 　

　２　長期借入金
※2、
4

　 74,577 　 　 139,242 　 　 103,691 　

　３　匿名組合出資預り金 　 　 163 　 　 167 　 　 162 　

　４　退職給付引当金 　 　 14 　 　 20 　 　 17 　

　５　その他 　 　 1,308 　 　 451 　 　 641 　

　　　固定負債合計 　 　 109,535 41.3 　 182,549 42.1 　 151,623 44.8

　　　負債合計 　 　 198,659 74.9 　 338,714 78.1 　 258,020 76.2

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 9,747 3.7 　 14,585 3.4 　 14,546 4.3

　２　資本剰余金 　 　 10,006 3.8 　 14,844 3.4 　 14,805 4.3

　３　利益剰余金 　 　 26,072 9.8 　 34,788 8.0 　 30,821 9.1

　４　自己株式 　 　 △42 △0.0 　 △124 △0.0 　 △124 △0.0

　　　株主資本合計 　 　 45,784 17.3 　 64,094 14.8 　 60,047 17.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 1,621 0.6 　 99 0.0 　 773 0.3

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 △139 △0.0 　 162 0.0 　 72 0.0

　３　為替換算調整勘定 　 　 114 0.0 　 △435 △0.1 　 △57 △0.0

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 1,596 0.6 　 △173 △0.1 　 788 0.3

Ⅲ　少数株主持分 　 　 19,127 7.2 　 31,251 7.2 　 19,652 5.8

　　　純資産合計 　 　 66,508 25.1 　 95,171 21.9 　 80,488 23.8

　　　負債純資産合計 　 　 265,167 100.0 　 433,886 100.0 　 338,509 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　営業収益 　 　 99,670 100.0 　 80,217 100.0 　 138,025 100.0

Ⅱ　営業原価 　 　 76,718 77.0 　 61,112 76.2 　 101,476 73.5

営業総利益 　 　 22,952 23.0 　 19,105 23.8 　 36,549 26.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　貸倒引当金繰入額 　 6 　 　 21 　 　 5 　 　

　２　役員報酬 　 124 　 　 151 　 　 275 　 　

　３　給与及び賞与 　 578 　 　 636 　 　 1,747 　 　

　４　賞与引当金繰入額 　 350 　 　 292 　 　 - 　 　

　５　役員賞与引当金
　　　繰入額

　 150 　 　 238 　 　 430 　 　

　６　退職給付引当金
　　　繰入額

　 4 　 　 5 　 　 8 　 　

　７　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

　 103 　 　 - 　 　 103 　 　

　８　支払手数料 　 440 　 　 833 　 　 1,038 　 　

　９　のれん償却額 　 - 　 　 604 　 　 372 　 　

　10　その他 　 1,105 2,863 2.9 879 3,661 4.5 1,705 5,686 4.1

営業利益 　 　 20,088 20.1 　 15,443 19.3 　 30,863 22.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 57 　 　 176 　 　 150 　 　

　２　持分法による
　　　投資利益

　 242 　 　 30 　 　 813 　 　

　３　デリバティブ
　　　評価益

　 - 　 　 33 　 　 - 　 　

　４　消費税簡易課税
　　　差額収入　　

　 74 　 　 - 　 　 393 　 　

　５　その他 　 58 433 0.4 118 358 0.4 162 1,519 1.1

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 1,549 　 　 2,772 　 　 3,319 　 　

　２　株式交付費 　 1 　 　 1 　 　 56 　 　

　３　社債発行費 　 117 　 　 - 　 　 179 　 　

　４　支払手数料 ※１ 1,088 　 　 808 　 　 1,903 　 　

　５　その他 　 293 3,050 3.0 184 3,767 4.7 802 6,261 4.6

経常利益 　 　 17,471 17.5 　 12,034 15.0 　 26,120 18.9

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　関係会社株式売却益 　 - 　 　 17 　 　 141 　 　

　２　デリバティブ解約益 　 - 　 　 87 　 　 - 　 　

　３　投資有価証券売却益 　 - - - 21 126 0.1 - 141 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資有価証券売却損 　 - 　 　 20 　 　 - 　 　

　２　投資有価証券評価損 　 - 　 　 313 　 　 - 　 　

　３　貸倒引当金繰入額 　 - - - 413 748 0.9 - - -

匿名組合損益分配前税金等
調整前中間(当期)純利益

　 　 17,471 17.5 　 11,413 14.2 　 26,262 19.0

匿名組合損益分配額 　 　 △0 △0.0 　 △11 △0.0 　 90 0.0

税金等調整前中間
(当期)純利益

　 　 17,472 17.5 　 11,425 14.2 　 26,172 19.0

法人税、住民税及び事業税 　 9,483 　 　 4,709 　 　 12,605 　 　

法人税等調整額 　 △2,415 7,067 7.1 242 4,951 6.1 △2,797 9,807 7.2

少数株主利益 　 　 455 0.4 　 956 1.2 　 1,702 1.2

中間(当期)純利益 　 　 9,949 10.0 　 5,517 6.9 　 14,662 10.6
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万

円)
9,648 9,907 16,996 △42 36,510

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 99 99 － － 198

　剰余金の配当 － － △856 － △856

持分法会社減少による剰余
金減少高

－ － △18 － △18

　中間純利益 － － 9,949 － 9,949

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純
額)

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

99 99 9,075 － 9,273

平成19年６月30日残高(百万

円)
9,747 10,006 26,072 △42 45,784

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万

円)
674 △111 137 700 2,583 39,794

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 － － － － － 198

　剰余金の配当 － － － － － △856

持分法会社減少による剰余
金減少高

－ － － － － △18

　中間純利益 － － － － － 9,949

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純
額)

947 △28 △23 896 16,544 17,440

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

947 △28 △23 896 16,544 26,714

平成19年６月30日残高(百万

円)
1,621 △139 114 1,596 19,127 66,508
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(百万

円)
14,546 14,805 30,821 △124 60,047

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 39 39 － － 79

　剰余金の配当 － － △1,492 － △1,492

連結範囲変更に伴う利益剰
余金の増減額

－ － △57 － △57

　中間純利益 － － 5,517 － 5,517

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純
額)

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

39 39 3,967 － 4,046

平成20年６月30日残高(百万

円)
14,585 14,844 34,788 △124 64,094

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万

円)
773 72 △57 788 19,652 80,488

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 － － － － － 79

　剰余金の配当 － － － － － △1,492

連結範囲変更に伴う利益剰
余金の増減額

－ － － － － △57

　中間純利益 － － － － － 5,517

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純
額)

△674 90 △378 △962 11,598 10,636

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円)

△674 90 △378 △962 11,598 14,683

平成20年６月30日残高(百万

円)
99 162 △435 △173 31,251 95,171
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万

円)
9,648 9,907 16,996 △42 36,510

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 4,897 4,897 － － 9,795

　剰余金の配当 － － △856 － △856

　当期純利益 － － 14,662 － 14,662

連結範囲の変更に伴う利益
剰余金及び自己株式の増減
額

－ － 18 △82 △64

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

4,897 4,897 13,824 △82 23,537

平成19年12月31日残高(百万

円)
14,546 14,805 30,821 △124 60,047

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万

円)
674 △111 137 700 2,583 39,794

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 － － － － － 9,795

　剰余金の配当 － － － － － △856

　当期純利益 － － － － － 14,662

連結範囲の変更に伴う利益
剰余金及び自己株式の増減
額

－ － － － － △64

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

99 184 △195 88 17,069 17,157

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

99 184 △195 88 17,069 40,694

平成19年12月31日残高(百万

円)
773 72 △57 788 19,652 80,488
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

　
前中間連結会計期間

　
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

　
当中間連結会計期間

　
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

　 17,472 11,425 26,172

　２　買取債権回収益及び
　　　譲渡益

　 △513 △196 △1,010

　３　自己投資による
　　　匿名組合損益

　 △1,265 131 △1,393

　４　貸倒引当金の増減額 　 6 △274 5

　５　賞与引当金の増減額 　 350 292 －

　６　役員賞与引当金の増減額 　 △120 △191 160

　７　退職給付引当金の増減額 　 1 3 4

　８　役員退職慰労引当金の
　　　増減額

　 △164 － △164

　９　受取利息 　 △57 △176 △150
　10　支払利息 　 1,549 2,772 3,319
　11　匿名組合損益分配額 　 △0 △11 90
　12　持分法による投資利益 　 △242 △30 △813
　13　営業未収入金の増減額 　 217 △150 △73
　14　たな卸資産の増減額 　 △1,014 △76,015 △63,679
　15　営業未払金の増減額 　 47 7,152 113
　16　買取債権の購入による
　　　支出

　 △10,502 △208 △10,722

　17　買取債権の回収及び
　　　譲渡による収入

　 1,273 341 9,643

　18　匿名組合出資金の分配金
　　　受取による収入

　 1,380 206 3,645

　19　匿名組合出資金の
　　　拠出・購入による支出

　 △1,555 △301 △3,722

　20　匿名組合出資預り金の
　　　受入による収入

　 － 34 －

　21　匿名組合出資預り金の
　　　払戻による支出

　 △112 △18 △17

　22　のれん償却 　 － 604 －

　23　その他 　 712 1,213 1,644

　　　　小計 　 7,461 △53,399 △36,948

　24　利息及び配当金の受取額 　 55 218 132

　25　利息の支払額 　 △1,237 △2,715 △2,713

　26　法人税等の支払額 　 △5,333 △10,511 △9,248

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 945 △66,408 △48,778
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前中間連結会計期間

　
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

　
当中間連結会計期間

　
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　有形固定資産の取得
　　　による支出

　 △51 △22 △ 96

　２　有形固定資産の売却
　　　による収入

　 － 6 1

　３　無形固定資産の取得
      による支出

　 △18 61 △ 20

　４　無形固定資産の売却
　　　による収入　　　　　

　 － － 0

　５　貸付けによる支出 　 △3,288 △1,664 △ 7,589

　６　貸付金の回収による収入 　 2,536 3,488 2,799

　７　投資有価証券の取得
      による支出

　 △1,916 △3,070 △ 1,217

　８　投資有価証券の売却
      による収入

　 3 48 4

　９　投資有価証券の有償減資
　　　による収入

　 51 － 130

　10　関係会社株式・出資金の
　　　取得による支出

　 △1,739 △1,082 △ 7,389

　11　関係会社株式・出資金の
　　　売却による収入

　 65 26 104

　12　関係会社株式・出資金の
　　　減資による収入

　 683 － 2,347

　13　連結の範囲の変更を伴う
　　　子会社株式・出資金の
　　　取得による支出

　 △23,694 △8,957 △ 24,935

　14　その他 　 △33 △713 △ 101
　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △27,404 △11,879 △ 35,962

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　短期借入れによる収入 　 87,241 149,579 172,198
　２　短期借入金の返済
      による支出

　 △68,199 △105,376 △ 147,379

　３　コマーシャルペーパーの
　　　発行による収入

　 10,000 10,000 28,000

　４　コマーシャルペーパーの
　　　償還による支出

　 △6,000 △15,000 △ 22,000

　５　長期借入れによる収入 　 45,166 38,416 88,392

　６　長期借入金の返済による支出 　 △55,899 △13,022 △ 61,734

　７　株式の発行による収入 　 196 77 9,739
　８　社債の発行による収入 　 2,882 － 17,820
　９　社債の償還による支出 　 △2,652 △3,214 △ 3,962
　10　少数株主からの払込に
　　　よる収入

　 13,664 8,283 14,567

　11　少数株主に対する
      配当金の支払

　 △108 △209 △ 108

　12　少数株主への分配による支出 　 △1,166 △619 △ 2,895
　13　配当金の支払 　 △856 △1,481 △ 856
　14　その他 　 － － 105
　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 24,267 67,433 91,886

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

　 △7 △516 △ 209

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △2,197 △11,371 6,935

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

　 37,074 44,962 37,074

Ⅶ　連結範囲変更に伴う現金
　　及び現金同等物の増減額

　 926 4 952

Ⅷ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 35,803 33,595 44,962
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　 　88社

主要な連結子会社の名称

パシフィック債権回収㈱

ケネディクス・アドバイザーズ

㈱

ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱

ケネディクス・デベロップメン

ト㈱ 

㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィ・ファイブ

㈲KRF11

Kenedix Westwood, LLC

Kenedix GP, LLC

他80社

なお、ケネディクス・リテー

ル・パートナーズ㈱他5社は新

規設立により、㈲KRF6他4社は

重要性が増したため、また匿名

組合ケイダブリュー・シー・フ

ォース他7社は持分を取得した

ことにより、当中間連結会計期

間から連結の範囲に含めること

といたしました。

また、匿名組合ムーンストー

ン・アール他4社は、実質的に

支配していると認められること

となったため、当中間連結会計

期間から連結の範囲に含めるこ

とといたしました。

前連結会計年度において連結の

範囲に含めていたヘキサ・プロ

パティーズ㈲は、重要性がなく

なったため、当中間連結会計期

間から連結の範囲から除きまし

た。

 

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　 112社

主要な連結子会社の名称 

ケネディクス・アドバイザーズ

㈱ 

ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱ 

ケネディクス・デベロップメン

ト㈱ 

パシフィック債権回収㈱

Kenedix Westwood, LLC 

Kenedix GP, LLC

他106社

なお、合同会社KRF30他4社は新

規設立により、㈲ケイアンドエ

ックスインベストメント他1社

は重要性が増したため、また合

同会社KRF24他6社は持分を取得

したことにより、当中間連結会

計期間から連結の範囲に含める

ことといたしました。

なお、匿名組合KRF16他1社は、

匿名組合が終了したため、㈲オ

ストマックスは清算により消滅

したため、当中間連結会計期間

から連結の範囲から除外してお

ります。

　

　

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 　　101社

主要な連結子会社の名称

ケネディクス・アドバイザーズ

㈱

ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱

ケネディクス・デベロップメン

ト㈱

パシフィック債権回収㈱

Kenedix Westwood, LLC

Kenedix GP, LLC

他95社

なお、ケネディクス・リテー

ル・パートナーズ㈱他16社は新

規設立、㈲KRF6他6社は重要性

が増したこと、匿名組合ケイダ

ブリュー・シー・フォース他8

社は持分を取得したこと、また

匿名組合ムーンストーン・アー

ル他4社は実質的な支配関係が

認められることにより、それぞ

れ当連結会計年度より連結子会

社に含めております。

一方、前連結会計年度において

連結子会社に含めていたヘキ

サ・プロパティーズ㈲は、重要

性が低下したことにより、ま

た、タッチストーン・キャピタ

ル・マネージメント㈱は、持分

の一部を譲渡したことにより持

分法適用の関連会社となったこ

とから、それぞれ当連結会計年

度より連結子会社から除外して

おります。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(2) 非連結子会社の数　　　21社

　　非連結子会社の名称

㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィ・エイト他20社

(2) 非連結子会社の数　　　16社

　　非連結子会社の名称

㈲ヘキサ・プロパティーズ他15

社

(2) 非連結子会社の数　　　12社

非連結子会社の名称

㈲ケイアンドエックスインベス

トメント他11社

　

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等は各々小規模であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないためであります。

連結の範囲から除いた理由

同左

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等は各々小規模であり、全体とし

ても連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないためであります。

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の子会社はありませ

ん。

前連結会計年度まで持分法適用の

子会社であった㈲ロック・エイ他

1社は重要性が増したため、当中間

連結会計期間から連結の範囲に含

めることといたしました。

また、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲ケイダブ

リュー・オフィス他4社は重要性が

低下したため、当中間連結会計期

間より持分法を適用しておりませ

ん。

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲アールケ

イインベストメントワンは、実質

的に支配しているとは認められな

くなったものの、影響力は依然と

して認められるため、関連会社と

なりました。

　

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の子会社はありませ

ん。

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の子会社はありませ

ん。 

前連結会計年度まで持分法適用の

子会社であった㈲ロック・エイ他

2社は重要性が増したため、当連結

会計年度から連結の範囲に含める

ことといたしました。 

また、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲ケイダブ

リュー・オフィス他3社は重要性が

低下したため、当連結会計年度よ

り持分法を適用しておりませ

ん。 

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲アールケ

イインベストメントワンは、実質

的に支配しているとは認められな

くなったものの、影響力は依然と

して認められるため、関連会社と

なりました。 
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(2) 持分法適用の関連会社数56社
主要な会社等の名称
三井物産ロジスティクス・パ
ートナーズ㈱
㈱アセット・ワン
住宅流通㈱
KW Multi-Family
Management Group, Ltd.
タッチストーン・キャピタル
証券㈱
㈱シー・アンド・ケー
㈲ケイアンドビーインベスト
メント
モデラート・キャピタル㈲
他48社
なお、㈱シー・アンド・ケー
他3社は、新規設立したこと
により、タッチストーン・キ
ャピタル証券㈱他1社は持分
の一部を取得したことによ
り、当中間連結会計期間から
持分法適用の範囲に含めるこ
とといたしました。
また、前連結会計年度まで持
分法適用の子会社であった㈲
アールケイインベストメント
ワンは実質的に支配している
とは認められなくなったもの
の、影響力は有していること
から、持分法適用の関連会社
となっております。
なお、㈲アトラス・インベス
トメント他11社は実質的に影
響力を有してるとは認められ
なくなったことにより、当中
間連結会計期間から持分法適
用の範囲から除外しておりま
す。
前連結会計年度まで持分法適
用の関連会社であった㈲ケイ
アンドエイインベストメント
他6社は、持分の全部を取得
したものの、重要性がないこ
とから、当中間連結会計期間
から持分法を適用しない非連
結子会社となり、匿名組合ケ
イダブリュー・シー・フォー
ス他3社は持分を取得したこ
とにより、当中間連結会計期
間から連結の範囲に含めるこ
とといたしました。
平野町特定目的会社他2社は
実質的に支配していると認め
られることとなったため、当
中間連結会計期間から連結の
範囲に含めることといたしま
した。
　

　(2) 持分法適用の関連会社数63社
主要な会社等の名称
㈱コマーシャル・アールイー
三井物産ロジスティクス・パ
ートナーズ㈱
㈱アセット・ワン
㈱クレス
KW Multi-Family
Management Group, LLC
タッチストーン・キャピタル
証券㈱
㈱シー・アンド・ケー
ケイ・エー・キャピタル㈱
モデラート・キャピタル㈲
他54社
なお、KW Indigo Manager,
LLC他5社は、新規設立によ
り、匿名組合アール・ケイダ
ブリュー・ツーは持分の一部
を取得したことにより、当中
間連結会計期間から持分法適
用の範囲に含めることといた
しました。
また、前連結会計年度まで持
分法を適用しない子会社であ
った合同会社CKRF10は、当中
間連結会計期間に持分の一部
を譲渡し、持分法適用の関連
会社となりました。
前連結会計年度まで持分法適
用の関連会社であった㈲ケイ
アンドイーインベストメント
他4社は、持分の全部を取得
したものの、重要性がないこ
とから、当中間連結会計期間
から持分法を適用しない非連
結子会社となり、前連結会計
年度まで持分法適用の関連会
社であった㈲ケイアンドキュ
ーインベストメント他1社
は、持分を譲渡したことによ
り、関連会社ではなくなって
おります。
また、前連結会計年度まで持
分法適用の関連会社であった
匿名組合ダイモス・インベス
トメントは匿名組合が終了し
たため、持分法適用の関連会
社ではなくなっております。
なお、住宅流通㈱は、当中間
連結会計期間において、㈱ク
レスに商号変更を行なってお
ります。

(2) 持分法適用の関連会社数 63社
主要な会社名
㈱コマーシャル・アールイー
三井物産ロジスティクス・パー
トナーズ㈱
㈱アセット・ワン
住宅流通㈱
KW　Multi-Family
Management Group, LLC
タッチストーン・キャピタル証
券㈱
㈱シー・アンド・ケー
ケイ・エー・キャピタル㈱
モデラート・キャピタル㈲
他54社
なお、㈱シー・アンド・ケー他
8社は、新規設立したことによ
り、㈱コマーシャル・アールイ
ー他2社は持分の一部を取得し
たことにより、また匿名組合ト
レンチは、重要性が増したた
め、当連結会計年度から持分法
適用の関連会社となりまし
た。 
また、前連結会計年度まで子会
社であったタッチストーン・キ
ャピタル・マネージメント㈱
は、当連結会計年度に持分の一
部を譲渡したことにより、持分
法適用の関連会社となっており
ます。 
なお、前連結会計年度まで持分
法適用の子会社であった㈲アー
ルケイインベストメントワン
は、実質的な支配関係は認めら
れなくなったものの、影響力を
有していると認められるため、
持分法適用の関連会社となって
おります。 
一方、前連結会計年度まで持分
法適用の関連会社であった㈲ア
トラス・インベストメント他11
社は実質的に影響力を有してい
るとは認められなくなったこと
により、当連結会計年度から持
分法適用の関連会社から除外し
ております。また、前連結会計
年度まで持分法適用の関連会社
であった㈲ケイアンドエイイン
ベストメント他7社は、当連結
会計年度に清算いたしまし
た。 
前連結会計年度まで持分法適用
の関連会社であった匿名組合ケ
イダブリューシー・フォース他
3社は持分を追加取得したこ
と、また平野町特定目的会社他
2社は実質的な支配関係が認め
られることにより、当連結会計
年度から連結子会社に含めてお
ります。 
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(3) 持分法を適用しない非連結子会

社のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイダブリュー・プロパティ・エ

イト他20社

　

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ中

間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しておりま

す。

　

(3) 持分法を適用しない非連結子会

社のうち主要な会社等の名称 

ヘキサ・プロパティーズ㈲他15社

　

　

持分法を適用しない理由
同左

(3) 持分法を適用しない非連結子会

社のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイアンドエックスインベストメ

ント他11社

　

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が無いため、

持分法の適用から除外しておりま

す。

　

(4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理

持分法適用会社のうち、中間連結

決算日または一定時点を基準とし

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用している会社の数は43社であ

ります。

中間連結決算日以外の日を基準と

して仮決算を実施している場合に

は、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、持分法

適用上必要な修正を行っておりま

す。

 

(4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理

持分法適用会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なるもの

の、当該会社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用している会社

の数は2社であります。

持分法適用会社のうち、中間連結

決算日または一定時点を基準とし

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用している会社の数は39社であ

ります。 

上記いずれの場合も、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、持分法適用上必要な修

正を行っております。

 

(4) 決算日の異なる持分法適用会社

の処理

持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なるものの、当該

会社の決算日現在の財務諸表を使

用している会社の数は2社でありま

す。 

持分法適用会社のうち、連結決算

日または一定時点を基準とした仮

決算に基づく財務諸表を使用して

いる会社の数は45社でありま

す。 

上記いずれの場合も、連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、持分法適用上必要な修正を

行っております。 
　

(5) 投資消去差額の処理

　持分法適用関連会社であるKW

Multi-Family  Management  Group

Ltd.に係る投資消去差額は、発生日

以降15年間で均等償却しておりま

す。

　

　

(5) 投資消去差額の処理

　持分法適用関連会社である KW　

Multi-Family　Management　

Group LLC に係る投資消去差額は、

発生日以降15年間で均等償却してお

ります。

㈱コマーシャル・アールイー及びタ

ッチストーン・キャピタル証券㈱に

係る投資消去差額は、発生日以降10

年間で均等償却しております。

　　　

（5)

――――――――――
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なるものの、

差異が3ヶ月を超えないため、当該

子会社の中間決算日現在の財務諸

表を使用している会社の数は41社

であります。

連結子会社のうち、中間連結決算

日または中間連結決算日から3ヶ月

以内の一定時点を基準とした仮決

算に基づく中間財務諸表を使用し

ている会社の数は27社でありま

す。

上記いずれの場合も、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な修正を行

っております。
　

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なるものの、

差異が3ヶ月を超えないため、当該

子会社の中間決算日現在の財務諸

表を使用している会社の数は54社

であります。 

連結子会社のうち、仮決算に基づ

く中間財務諸表を使用している会

社の数は38社であります。 

中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な修正を行っております。 

３　連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社のうち、決算日が連結

決算日と異なるものの、差異が3ヶ

月を超えないため、当該子会社の

決算日現在の財務諸表を使用して

いる会社の数は51社でありま

す。 

連結子会社のうち、連結決算日ま

たは連結決算日から3ヶ月以内の一

定時点を基準とした仮決算に基づ

く財務諸表を使用している会社の

数は31社であります。 

上記いずれの場合も、連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な修正を行って

おります。 

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①有価証券

その他有価証券

　　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①有価証券

その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

　　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）

　　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

ただし匿名組合出資金は個別

法によっており、詳細は

「(7)③　匿名組合出資金の

会計処理」に記載しておりま

す。

　　　時価のないもの

同左
　

　　　時価のないもの

同左

　　②デリバティブ

　　　時価法

　

　　②デリバティブ

同左

②デリバティブ

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

③たな卸資産

販売用不動産（不動産信託受益

権を含む）

個別法による原価法

なお、当社グループが組成する

ファンドに組み入れることを目

的として、一時的に取得するも

の以外のものについては減価償

却を実施しており、減価償却費

を営業原価に計上しておりま

す。また、当該資産の主な耐用

年数は39年～50年であります。

　

③たな卸資産

販売用不動産（不動産信託受益

権を含む）

同左

③たな卸資産

販売用不動産（不動産信託受益

権を含む）

同左

　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①有形固定資産

定額法

ただし、一部の連結子会社につ

いては定率法

なお、主な耐用年数は以下の通

りです。

建物附属設備　　10年～15年

器具及び備品　　4年～15年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①有形固定資産

同左
　

　

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

同左
　

　

　

　

②無形固定資産

　　　ソフトウェア

　　　自社利用のソフトウェアにつ

いては利用可能期間（5年）に

基づく定額法

②無形固定資産

　　　ソフトウェア

同左

②無形固定資産

　　　ソフトウェア

同左

　　③長期前払費用

　　　均等償却

 

　

　　③長期前払費用

同左

③長期前払費用

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、買取債

権及び貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

　

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

同左

　　②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

　

　　②賞与引当金

同左

　

　　②　

――――――――――

　

　

　　③役員賞与引当金

　　　役員に対する賞与支給に充て

るため、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上し

ております。

　　　（追加情報）

役員賞与については、従来は

株主総会決議による利益処分

により、未処分利益の減少と

して処理しておりましたが、

前連結会計年度の下期から

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　

平成17年11月29日　企業会計

基準第４号）を適用し、役員

賞与の支給見込額の当連結会

計年度負担額を役員賞与引当

金として計上する方法に変更

いたしました。

　

　　③役員賞与引当金

　　　役員に対する賞与支給に充て

るため、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上し

ております。

③役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に充てる

ため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しておりま

す。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　④退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

　

　　④退職給付引当金

同左

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務見込額に基づき計

上しております。

　

　　⑤役員退職慰労引当金

――――――――――

　　（追加情報）

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ましたが、役員退職慰労金制

度を廃止し、平成19年3月27

日開催の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金の打ち切

り支給を決議しました。これ

により、役員退職慰労引当金

残高を全額取り崩し、打ち切

り支給額に対する未払分につ

いては固定負債の「その他」

に含めて表示しております。

 

　

　　⑤

――――――――――

　

⑤役員退職慰労引当金

――――――――――

　　（追加情報） 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりまし

たが、役員退職慰労金制度を

廃止し、平成19年3月27日開

催の定時株主総会において、

役員退職慰労金の打ち切り支

給を決議しました。これによ

り、役員退職慰労引当金残高

を全額取り崩し、打ち切り支

給額に対する未払分について

は固定負債の「その他」に含

めて表示しております。 
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務について

は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、中

間連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

　

　(4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準
同左
　

(4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務について

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　

　(5) 重要なリース取引の処理方法
　　同左

　

　(5) 重要なリース取引の処理方法
　　同左

　

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。

なお、金利スワップの特例処

理の対象となる取引について

は、特例処理を適用しており

ます。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　イ　ヘッジ手段

金利スワップ取引、外貨

建金銭債務、通貨スワッ

プ、為替予約

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　イ　ヘッジ手段

金利スワップ、通貨スワ

ップ、為替予約

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

イ　ヘッジ手段

金利スワップ取引、外貨

建金銭債務、通貨スワッ

プ、為替予約

　

　　　ロ　ヘッジ対象

借入金、在外子会社等に

対する投資への持分

　　　ロ　ヘッジ対象

同左

ロ  ヘッジ対象

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　③ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権

限規定等を定めた内部規定に

基づき、ヘッジ対象に係る為

替相場変動リスク及び金利変

動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。
　

　　③ヘッジ方針

同左

　　③ヘッジ方針

同左

　　④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段に

ついて、それぞれの相場変動

又はキャッシュ・フロー総額

の変動額を比較し、両者の変

動額を基準にして検証してお

りますが、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつヘッジ開始

時及びその後も継続して、相

場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するもの

と想定することができる場合

や、特例処理の適用が可能な

ものについては、検証を省略

しております。

　

　　④ヘッジ有効性評価の方法

同左

　　④ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

　　①繰延資産の処理方法

　(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

　　①繰延資産の処理方法

(7) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　①繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　支出時に全額費用処理してお

ります。

　　　株式交付費

同左

　

　　　株式交付費

同左

社債発行費

支出時に全額費用処理してお

ります。
　

　

　

　

社債発行費

支出時に全額費用処理してお

ります。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　②消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

　　　ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。

　

　　②消費税等の会計処理

同左

　　②消費税等の会計処理

同左

　　③匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資を行うに際し
て、匿名組合の財産の持分相
当額を「投資有価証券」とし
て計上しております。
匿名組合への出資時に「投資
有価証券」を計上し、匿名組
合が獲得した純損益の持分相
当額（関連会社である匿名組
合に係るものを含む）につい
ては、「営業収益」に計上す
るとともに同額を「投資有価
証券」に加減し、営業者から
の出資金の払い戻しについて
は、「投資有価証券」を減額
させております。
 

　

　　③匿名組合出資金の会計処理

同左

　　③匿名組合出資金の会計処理

同左

　　④匿名組合出資預り金の会計処

理

      当社の連結子会社は匿名組合

の営業者としての業務を受託

しております。匿名組合の財

産は、営業者に帰属すること

から、匿名組合の全ての財産

及び損益は、中間連結財務諸

表に含め、総額にて表示して

おります。

匿名組合出資者からの出資金

受入れ時に「匿名組合出資預

り金」を計上し、匿名組合が

獲得した純損益の出資者持分

相当額については、税金等調

整前中間純利益の直前の「匿

名組合損益分配額」に計上す

るとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資

金の払い戻しについては、

「匿名組合出資預り金」を減

額させております。

なお、連結対象となった匿名

組合における当社グループ以

外の匿名組合員の出資持分は

「少数株主持分」とし、当社

グループ以外の匿名組合員へ

の損益分配額は「少数株主利

益」として計上しておりま

す。

 

　　④匿名組合出資預り金の会計処

理
 同左

　　④匿名組合出資預り金の会計処

理

当社の連結子会社は匿名組合

の営業者としての業務を受託

しております。匿名組合の財

産は、営業者に帰属すること

から、匿名組合の全ての財産

及び損益は、連結財務諸表に

含め、総額にて表示しており

ます。

匿名組合出資者からの出資金

受入れ時に「匿名組合出資預

り金」を計上し、匿名組合が

獲得した純損益の出資者持分

相当額については、税金等調

整前当期純利益の直前の「匿

名組合損益分配額」に計上す

るとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資

金の払い戻しについては、

「匿名組合出資預り金」を減

額させております。

なお、連結対象となった匿名

組合における当社グループ以

外の匿名組合員の出資持分は

「少数株主持分」とし、当社

グループ以外の匿名組合員へ

の損益分配額は「少数株主利

益」として計上しておりま

す。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理

保有する不動産を信託財産と

する信託受益権につきまして

は、信託財産内の全ての資産

及び負債並びに信託財産に生

じた全ての収益、費用及びキ

ャッシュ・フローについて、

中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書の該

当勘定科目に計上しておりま

す。

　

　　⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理

同左

　

⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理

保有する不動産を信託財産と

する信託受益権につきまして

は、信託財産内の全ての資産

及び負債並びに信託財産に生

じた全ての収益、費用及びキ

ャッシュ・フローについて、

連結貸借対照表、連結損益計

算書及び連結キャッシュ・フ

ロー計算書の該当勘定科目に

計上しております。

　

⑥買取債権の会計処理

買取債権の代金回収に際して

は、個別債権毎に回収代金を買

取債権の取得価額より減額し、

個別債権毎の回収代金が取得価

額を超過した金額を純額で収益

計上しております。

　

⑥買取債権の会計処理

同左

⑥買取債権の会計処理

同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び信託預金並びに容易

に換金可能であり、かつ、価値変

動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっ

ております。

　

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

　

５　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び信託預金並びに容易に

換金可能であり、かつ、価値変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなって

おります。

　

　 ケネディクス㈱(4321)平成20年12月期中間決算短信

― 33 ―



(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（販売用不動産の売却時の会計処

理）

販売用不動産については、従来、売

却時に売却収入と売却原価を相殺し

た売却損益の純額を「営業収益」に

計上しておりましたが、当中間連結

会計期間より、売却収入を「営業収

益」に、売却原価を「営業原価」に

計上する方法に変更いたしました。

これまで当社グループが組成するフ

ァンドへ売却する目的で取得した販

売用不動産については、主としてフ

ァンド運営に関連して一時的に保有

する目的であったことから、売却収

入と売却原価を相殺し、売却取引の

純額を営業収益に計上しておりまし

た。

当期より当社グループが自ら不動産

の開発を行い、開発コストを負担す

るとともに、開発利益を享受する取

引が増加しております。また、それ

に伴い不動産の保有期間についても

開発期間に応じて長期化しており、

今後も同様の開発物件が増加する見

込みであります。

したがって、販売用不動産の売却取

引を総額で表示することが、当社グ

ループの経営規模を適切に表し、よ

り実態を反映した経営成績の開示に

資すると判断し、中間連結損益計算

書において売却収入を「営業収益」

に、売却原価を「営業原価」に計上

しております。

この変更により、従来と同一の方法

を採用した場合と比べ、営業収益及

び営業原価は72,851百万円増加して

おります。

また、この変更に伴い、従来、営

業活動によるキャッシュ・フローに

おいて、「販売用不動産売却益」、

「販売用不動産の取得による支出」

及び「販売用不動産の売却による収

入」として記載しておりました販売

用不動産の増減額を、当中間連結会

計期間より、「たな卸資産の増減

額」として記載しております。な

お、セグメント情報に与える影響に

ついては、当該箇所に記載しており

ます。

　

　
――――――─――――

　

（販売用不動産の売却時の会計処

理）

販売用不動産については、従来、売

却時に売却収入と売却原価を相殺し

た売却損益の純額を「営業収益」に

計上しておりましたが、当連結会計

年度より、売却収入を「営業収益」

に、売却原価を「営業原価」に計上

する方法に変更いたしました。

これまで当社グループが組成するフ

ァンドへ売却する目的で取得した販

売用不動産については、主としてフ

ァンド運営に関連して一時的に保有

する目的であったことから、売却収

入と売却原価を相殺し、売却取引の

純額を営業収益に計上しておりまし

た。

当連結会計年度より当社グループが

自ら不動産の開発を行い、開発コス

トを負担するとともに、開発利益を

享受する取引が増加しております。

また、それに伴い不動産の保有期間

についても開発期間に応じて長期化

しており、今後も同様の開発物件が

増加する見込みであります。

したがって、販売用不動産の売却取

引を総額で表示することが、当社グ

ループの経営規模を適切に表し、よ

り実態を反映した経営成績の開示に

資すると判断し、連結損益計算書に

おいて売却収入を「営業収益」に、

売却原価を「営業原価」に計上して

おります。

この変更により、従来と同一の方法

を採用した場合と比べ、営業収益及

び営業原価は93,965百万円増加して

おります。

また、この変更に伴い、従来、営業

活動によるキャッシュ・フローにお

いて、「販売用不動産売却益」、

「販売用不動産の取得による支出」

及び「販売用不動産の売却による収

入」として記載しておりました販売

用不動産の増減額を、当連結会計年

度より、「たな卸資産の増減額」と

して記載しております。

なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載してお

ります。
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(表示方法の変更)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

　
――――――─――――

(中間連結貸借対照表）
前中間連結会計期間において無形固定資産として一括し
て表示しておりました「のれん」（前中間連結会計期間
506百万円）については、重要性が増したため、当中間
連結会計期間より区分掲記しております。
　
（中間連結損益計算書）
前中間連結会計期間において販売費及び一般管理費の
「その他」に含めて表示しておりました「のれん償却
額」（前中間連結会計期間168百万円）については、重
要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記し
ております。
前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました営業外
収益の「消費税簡易課税差額収入」（当中間連結会計期
間2百万円）につきましては、重要性が乏しくなったた
め、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま
す。

　
(中間連結キャッシュ・フロー計算書）
前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました
「のれん償却」（前中間連結会計期間168百万円）につ
いては、重要性が増したため、当中間連結会計期間より
区分掲記しております。
前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました投資活
動によるキャッシュ・フローの「関係会社株式・出資金
の減資による収入」（当中間連結会計期間9百万円）に
つきましては、重要性が乏しくなったため、投資活動に
よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示して
おります。
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(追加情報)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（連結の範囲に関する変更）

前連結会計年度の下期より、「投資

事業組合に対する支配力基準及び影

響力基準の適用に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会　平成

18年9月8日　実務対応報告第20号）

を適用しております。

従って、前中間連結会計期間は従来

の方法によっており、前中間連結会

計末は、変更後の方法に比べ、総資

産が14,929百万円、負債が12,478百

万円、純資産が2,450百万円少なく計

上されております。また、前中間連

結会計期間は、変更後の方法に比

べ、営業収益が1,184百万円、営業利

益が311百万円、経常利益が225百万

円、税金等調整前中間純利益が661百

万円少なく、中間純利益が34百万円

多く計上されております。

また、この変更により、前中間連結

会計期間は、連結範囲変更に伴う現

金及び現金同等物の増減額が1,008百

万円増加し営業活動によるキャッシ

ュ・フローが4,552百万円減少し、財

務活動によるキャッシュ・フローが

4,460百万円増加し、現金及び現金同

等物の中間期末残高が916百万円増加

しております。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

　

　

　

 
――――――─――――

　

 
――――――─――――
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(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

80百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

110百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

 93百万円

※２　担保提供資産及び対応債務

　(1) 担保提供資産

信託預金 1,464百万円

たな卸資産 50,568百万円

買取債権 9,796百万円

※２　担保提供資産及び対応債務

　(1) 担保提供資産
現金及び
預金

906百万円

信託預金 3,451百万円

たな卸資産 125,754百万円

※２　担保提供資産及び対応債務

(1) 担保提供資産

信託預金 1,104百万円

たな卸資産 64,018百万円

　

　(2) 対応債務

短期借入金 40,760百万円

1年内返済予定

長期借入金
2,025百万円

長期借入金 8,435百万円

なお、関連会社に対する長期貸

付金781百万円、出資金126百

万円を当該関連会社の借入金

12,119百万円の担保に供してお

ります。

　(2) 対応債務

短期借入金 99,801百万円

1年内返済予定

長期借入金
2,100百万円

長期借入金 17,275百万円

なお、関係会社等に対する長期

貸付金646百万円、投資有価証

券48百万円を当該関係会社の借

入金24,812百万円の担保に供し

ております。

(2) 対応債務

短期借入金 36,582百万円

1年内返済予定

長期借入金
1,635百万円

長期借入金 16,528百万円

なお、関係会社等に対する長期

貸付金893百万円、投資有価証

券64百万円を当該関係会社の借

入金33,268百万円の担保に提供

しております。

(3) 責任財産限定型債務（ノンリ

コースローン）に対する担保

提供資産

(3) 責任財産限定型債務（ノンリ

コースローン）に対する担保

提供資産

(3) 責任財産限定型債務（ノンリ

コースローン）に対する担保

提供資産

① 担保提供資産

信託預金 3,239百万円

たな卸資産 106,811百万円

　

① 担保提供資産

信託預金 8,735百万円

たな卸資産 186,975百万円

　

① 担保提供資産

信託預金 5,788百万円

たな卸資産 160,532百万円

　

② 対応債務

短期借入金 5,170百万円

1年内返済予定

長期借入金
5,452百万円

長期借入金 62,527百万円

社債

(特定社債)
2,326百万円

本債務は、上記①の担保提供

資産を含むケイ・エー・プロ

パティーズ㈲他15社を対象に

融資されたもので、返済は同

社の保有資産の範囲内に限定

されるものであります。

② 対応債務

短期借入金 1,285百万円

1年内返済予定

長期借入金
13,378百万円

長期借入金 119,108百万円

1年内償還予定

社債
177百万円

社債

(特定社債)
1,010百万円

本債務は、上記①の担保提供

資産を有する連結子会社23社

を対象に融資されたもので、

返済は同社の保有資産の範囲

内に限定されるものでありま

す。

② 対応債務

短期借入金 21,470百万円

1年内返済予定

長期借入金
11,980百万円

長期借入金 84,589百万円

社債

(特定社債)
2,326百万円

本債務は、上記①の担保提供

資産を有する連結子会社23社

を対象に融資されたもので、

返済は同社の保有資産の範囲

内に限定されるものでありま

す。

　 ケネディクス㈱(4321)平成20年12月期中間決算短信

― 37 ―



前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※３　中間連結貸借対照表に計上さ

れている買取債権のうち、11

百万円は、金融機関等が所有

していた原債務者に対する貸

付金をパーティシペーション

方式により当社が購入したも

のであります。また、パーテ

ィシペーション方式により、

当社グループが参加者に売却

したものとして会計処理した

買取債権の中間連結会計期間

末残高の総額は、2百万円であ

ります。

※３　中間連結貸借対照表に計上さ

れている買取債権のうち、10

百万円は、金融機関等が所有

していた原債務者に対する貸

付金をパーティシペーション

方式により当社が購入したも

のであります。また、パーテ

ィシペーション方式により、

当社グループが参加者に売却

したものとして会計処理した

買取債権の中間連結会計期間

末残高の総額は、1百万円であ

ります。
　

※３　連結貸借対照表に計上されて

いる買取債権のうち、10百万

円は、金融機関等が所有して

いた原債務者に対する貸付金

をパーティシペーション方式

により当社グループが購入し

たものであります。また、パ

ーティシペーション方式によ

り、当社グループが参加者に

売却したものとして会計処理

した買取債権の期末残高の総

額は、1百万円であります。

※４　取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づく当中間連結会

計期間末借入未実行残高は次

のとおりであります。

※４　取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づく当中間連結会

計期間末借入未実行残高は次

のとおりであります。

※４　取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づく当連結会計年

度末借入未実行残高は次のと

おりであります。

　(1) 当座貸越契約

当座貸越契約の
総額

7,830百万円

借入実行残高 4,048百万円

差引額 3,781百万円

　(1) 当座貸越契約

当座貸越契約の
総額

10,030百万円

借入実行残高 4,088百万円

差引額 5,941百万円

　(1) 当座貸越契約

当座貸越契約
の総額

5,130百万円

借入実行残高 2,792百万円

差引額 2,337百万円

　(2) 貸出コミットメントライン契

約

貸出コミット
メントの総額

77,600百万円

借入実行残高 27,110百万円

差引額 50,490百万円

　(2) 貸出コミットメントライン契

約

貸出コミット
メントの総額

62,500百万円

借入実行残高 53,420百万円

差引額 9,080百万円

　(2) 貸出コミットメントライン契

約

貸出コミット
メントの総額

74,600百万円

借入実行残高 27,912百万円

差引額 46,687百万円
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前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

　

　５　

―――――――――

 

 

 

 

 

 

　
　

 

　

　６　停止条件付債権売付契約

当社グループは、一定条件に該

当した場合に、他社が組成した

ファンドのメザニンローン債権

を取得する内容の停止条件付債

権売付契約を締結しておりま

す。本契約により、当社グルー

プは契約締結対価として手数料

収入を得る一方で、金融機関の

プットオプションの行使によ

り、メザニンローンを取得する

義務を負いますが、これにより

担保不動産に係る売却指図権を

得ることになり、担保不動産の

処分により債権を回収する以外

に、当社グループまたは当社グ

ループが組成するファンドにお

いて、対象不動産を取得するこ

とが可能となります。

当社グループが、当中間連結会

計期間末現在、締結している停

止条件付債権売付契約における

対象債権金額は9,300百万円で

あります。

　

　５　偶発債務

当社は㈲アール・ケイダブリュ

ー・ツーが締結している金銭消

費貸借契約書に関連して、開発

案件の工事完成時期の遅延等に

より、貸付人に対して損害を与

えた場合には、当中間連結会計

期間末の借入金残高2,200百万

円を上限として、貸付人が被っ

た損害を賠償するスポンサー・

レターを差し入れております。

　

　６　停止条件付債権売付契約

当社グループは、一定条件に該

当した場合に、他社が組成した

ファンドのメザニンローン債権

を取得する内容の停止条件付債

権売付契約を締結しておりま

す。本契約により、当社グルー

プは契約締結対価として手数料

収入を得る一方で、金融機関の

プットオプションの行使によ

り、メザニンローンを取得する

義務を負いますが、これにより

担保不動産に係る売却指図権を

得ることになり、担保不動産の

処分により債権を回収する以外

に、当社グループまたは当社グ

ループが組成するファンドにお

いて、対象不動産を取得するこ

とが可能となります。 

当社グループが、当中間連結会

計期間末現在、締結している停

止条件付債権売付契約における

対象債権金額は12,394百万円で

あります。 
　

　

　５　

―――――――――

 

 

 

 

 

 

　

　

 

　

　６　停止条件付債権売付契約

当社グループは、一定条件に該

当した場合に、他社が組成した

ファンドのメザニンローン債権

を取得する内容の停止条件付債

権売付契約を締結しておりま

す。本契約により、当社グルー

プは契約締結対価として手数料

収入を得る一方で、金融機関の

プットオプションの行使によ

り、メザニンローンを取得する

義務を負いますが、これにより

担保不動産に係る売却指図権を

得ることになり、担保不動産の

処分により債権を回収する以外

に、当社グループまたは当社グ

ループが組成するファンドにお

いて、対象不動産を取得するこ

とが可能となります。 

当社グループが、当連結会計年

度末現在、締結している停止条

件付債権売付契約における対象

債権金額は16,567百万円であり

ます。 
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　営業外費用に計上されている

「支払手数料」は、取引銀行

との間に設定されたコミット

メントラインにかかるアレン

ジメントフィー、エージェン

トフィーならびにコミットメ

ントフィー等の手数料を計上

しております。

※１　

同左

※１　

同左
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(株)　 (注)1 285,489 1,534 ― 287,023

合計 285,489 1,534 ― 287,023

自己株式 　 　 　 　

普通株式(株) 　(注)2 87 ― ― 87

合計 87 ― ― 87

(注)1　普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。

2　持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分　　87株

　

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年3月27日

定時株主総会
普通株式 856 3,000

平成18年

12月31日

平成19年

3月28日

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(株)　 (注)1 635,140 1,692 ― 636,832

合計 635,140 1,692 ― 636,832

自己株式 　 　 　 　

普通株式(株) 　 587 ― ― 587

合計 587 ― ― 587

(注)1　普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年3月25日

定時株主総会
普通株式 1,492 2,350

平成19年

12月31日

平成20年

3月26日
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(株)　 (注)1 285,489 349,651 ― 635,140

合計 285,489 349,651 ― 635,140

自己株式 　 　 　 　

普通株式(株) 　(注)2 87 500 ― 587

合計 87 500 ― 587

(注)1　普通株式の発行済株式総数の増加数の内訳は、次の通りであります。

株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　　　285,489株

公募増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　 50,000株

第三者割当増資による増加　　　　　　　　　　　　　　7,500株

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　　6,662株

2　株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　87株

　 新たに持分法適用会社とした会社が保有する自己株式（当社株式）の当社帰属分　413株

　

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年3月27日

定時株主総会
普通株式 856 3,000

平成18年

12月31日

平成19年

3月28日

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の

総額

(百万円)

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,492 2,350

平成19年

12月31日

平成20年

3月26日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

　 　 　

現金及び預金勘定 30,708 百万円

信託預金 7,065 　

計 37,774 　

使途制限付信託

預金（注）
△1,971 　

現金及び現金同

等物
35,803 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の

返還のために留保されている信託預金等

　

現金及び預金勘定 26,769 百万円

信託預金 11,517 　

計 38,287 　

預入期間が3ヶ

月を超える定期

預金

△1,665 　

使途制限付信託

預金（注） △3,026 　

現金及び現金同

等物
33,595 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の

返還のために留保されている信託預金等

　

現金及び預金勘定 39,369 百万円

信託預金 6,966 　

計 46,335 　

使途制限付信託

預金（注）
△1,373 　

現金及び現金同

等物
44,962 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の

返還のために留保されている信託預金等

　　

※２　匿名組合出資金は、中間連結貸借
対照表上「投資有価証券」として
計上しております。

　

※２　

同左

※２　匿名組合出資金は、連結貸借対照
表上「投資有価証券」として計上
しております。
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　

　

不動産投資
アドバイザ
リー事業
(百万円)

不動産投資
事業

（百万円）

アセット
マネジメント

事業
(百万円)

債権投資
マネジメント

事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
   対する営業収益

3,032 92,332 3,270 1,035 99,670 ― 99,670

(2)セグメント間の内部
   営業収益又は振替高

681 ― 2,419 ― 3,100 (3,100) ―

計 3,713 92,332 5,690 1,035 102,771 (3,100) 99,670

営業費用 672 79,026 1,351 363 81,414 (1,832) 79,581

営業利益 3,040 13,306 4,338 672 21,357 (1,268) 20,088

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)
　

　

不動産投資
アドバイザ
リー事業
(百万円)

不動産投資
事業

（百万円）

アセット
マネジメント

事業
(百万円)

債権投資
マネジメント

事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
   対する営業収益

1,280 76,973 1,719 243 80,217 ― 80,217

(2)セグメント間の内部
   営業収益又は振替高

421 ― 1,697 ― 2,119 (2,119) ―

計 1,702 76,973 3,417 243 82,337 (2,119) 80,217

営業費用 528 63,602 1,509 287 65,927 (1,153) 64,773

営業利益又は営業損失(△) 1,173 13,371 1,908 △44 16,409 (965) 15,443

　
前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　

不動産投資
アドバイザ
リー事業
(百万円)

不動産投資
事業

（百万円）

アセット
マネジメント

事業
(百万円)

債権投資
マネジメント

事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
   対する営業収益

4,514 127,034 4,707 1,768 138,025 ― 138,025

(2)セグメント間の内部
   営業収益又は振替高

1,323 ― 3,183 ― 4,507 ( 4,507) ―

計 5,838 127,034 7,891 1,768 142,532 ( 4,507) 138,025

営業費用 1,577 104,756 2,465 662 109,462 ( 2,300) 107,162

営業利益 4,260 22,277 5,425 1,105 33,069 ( 2,206) 30,863
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(注) １　事業区分の方法
当社グループの事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業の主な内容
(1) 不動産投資アドバイザリー事業…不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘、投資実行のコンサルティン

グ及び不動産ファンドへの共同投資

　(2) 不動産投資事業……………………自己勘定による不動産投資

(3) アセットマネジメント事業………不動産の管理及び投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティング
(4) 債権投資マネジメント事業………債権売買の仲介、債権投資の案件発掘、投資実行のコンサルティング及

び自己勘定による債権投資
３　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額は587百万円、543百万円及び883百万円であり、その主なものは、親会社の
管理部門に係る費用であります。

４　事業区分の変更
事業区分について、従来、「不動産投資アドバイザリー事業」、「アセットマネジメント事業」、「債券投資
マネジメント事業」の3事業区分としておりましたが、当社グループでの自己勘定による不動産投資事業への
投資が増加していることを踏まえ、各事業の実態及び収益構想をより適切に表示するため、前中間連結会計期
間より、「不動産投資アドバイザリー事業」、「不動産投資事業」、「アセットマネジメント事業」、「債券
投資マネジメント事業」の4事業区分に変更しております。
なお、従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は下記の通りであります。

　

不動産投資
アドバイザ
リー事業
(百万円)

アセット
マネジメント

事業
(百万円)

債権投資
マネジメント

事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
   対する営業収益

78,254 1,719 243 80,217 ― 80,217

(2)セグメント間の内部
   営業収益又は振替高

― 1,697 ― 1,697 (1,697) ―

計 78,254 3,417 243 81,915 (1,697) 80,217

営業費用 64,131 1,509 287 65,927 (1,153) 64,773

営業利益又は営業損失(△) 14,123 1,908 △44 15,987 (543) 15,443

５　(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更)に記載の通り、前中間連結会計期間より、販
売用不動産の売却時の会計処理について、売却時に売却収入と売却原価を相殺した売却損益の純額を「営業収
益」に計上する方法から、売却収入を「営業収益」に、売上原価を「営業原価」に計上する方法に変更いたし
ました。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、不動産投資事業について、営業収益及び営業
費用は、56,718百万円多く計上されておりますが、営業利益に与える影響はありません。

６　連結子会社の一部は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合の財産は、営業者に帰

属するため、当該匿名組合にかかわる、営業収益、営業費用は中間連結財務諸表及び連結財務諸表に含めて表

示され、匿名組合員への損益の分配は匿名組合損益分配前税金等調整前中間(当期)純利益の直前で、匿名組合

損益分配額として表示されております。

なお、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における事業の種類別セグメント別の匿
名組合損益分配額は以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

　
不動産投資アド

バイザリー事業

（百万円）

不動産投資事業

(百万円)

アセット

マネジメント

事業

(百万円)

債権投資

マネジメント

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社(百万円)

連結

(百万円)

匿名組合損益分配額 ― 2 ― △3 △0 ― △0

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

　
不動産投資アド

バイザリー事業

（百万円）

不動産投資事業

(百万円)

アセット

マネジメント

事業

(百万円)

債権投資

マネジメント

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社(百万円)

連結

(百万円)

匿名組合損益分配額 ― △12 ― 0 △11 ― △11
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　

不動産投資
アドバイザ
リー事業
(百万円)

アセット
マネジメント

事業
(百万円)

債権投資
マネジメント

事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

匿名組合損益分配額 23 ― 66 90 ― 90

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、全セグメントの売上高の合

計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

　

　

３　海外売上高

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、海外売上高が、いずれも連

結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 3,367 3,010 △357

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 5,062 8,153 3,090

計 8,430 11,164 2,733

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、

投資有価証券評価損106百万円を計上しております。

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成19年６月30日)

その他有価証券
　

種類
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 449

優先出資証券 360

匿名組合出資金 5,163

計 5,972

　

　

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 625 344 △281

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 5,053 5,503 449

計 5,679 5,847 168

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、

投資有価証券評価損123百万円を計上しております。
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２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成20年６月30日)

　

種類
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(その他有価証券） 　

非上場株式 3,812

優先出資証券 116

匿名組合出資金 1,999

合計 5,929

（子会社・関連会社株式等） 　

子会社株式・出資金 369

関連会社株式・出資金 12,169

子会社優先出資証券 154

関連会社匿名組合出資金 2,493

合計 15,186

　

　

前連結会計年度末(平成19年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 768 614 △153

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 5,061 6,519 1,458

計 5,830 7,134 1,304

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年12月31日)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(その他有価証券） 　

非上場株式 951

優先出資証券 125

匿名組合出資金 2,495

合計 3,572

（子会社・関連会社株式等） 　

子会社株式・出資金 94

関連会社株式・出資金 11,477

子会社優先出資証券 154

関連会社匿名組合出資金 2,697

合計 14,424
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり
純資産額

165,125円67銭
１株当たり
純資産額

100,465円24銭
１株当たり
純資産額

95,872円59銭

１株当たり
中間純利益金額

34,797円02銭
１株当たり
中間純利益金額

8,681円88銭
１株当たり
当期純利益金額

24,833円95銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額

31,523円83銭
潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額

7,982円01銭
潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

22,375円29銭

　 　
　当社は、平成19年7月1日付で普通
株式1株に対し普通株式2株の割合で
株式分割を行いました。
　前期首に当該株式分割が行われた
と仮定した場合における前連結会計
年度の（1株当たり情報）の各数値は
以下の通りであります。
　
１株当たり
純資産額

65,190円04銭

１株当たり
当期純利益金額

15,875円24銭

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

15,312円67銭

　 　

(注)　算定上の基礎
　　　１　１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成19年12月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合
計額（百万円）

66,508 95,171 80,488

普通株式に係る純資産額（百万円） 47,380 63,920 60,836

中間連結貸借対照表の純資産の部の合
計額と1株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る中間連結会計
期間末の純資産額との差額の主な内訳
（百万円）

　 　 　

少数株主持分 19,127 31,251 19,652

普通株式の発行済株式数（株） 287,023 636,832 635,140

普通株式の自己株式数（株） 87 587 587

1株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数（株）
286,936 636,245 634,553
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　　　２　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額
　

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額 　 　 　

中間(当期)純利益(百万円) 9,949 5,517 14,662

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百
万円)

9,949 5,517 14,662

普通株式の期中平均株式数(株) 285,942 635,461 590,412

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額

　 　 　

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

普通株式増加数(株) 29,690 55,718 64,876

(うち新株予約権に係る増加数) (3,216) (1,494) (10,652)

（うち転換社債型新株予約権付社債に
係る増加数）

(26,474) (54,224) (54,224)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成18年新株予約権
（ストックオプショ
ン） 110 株について
は、希薄化効果を有し
ていないため、潜在株
式調整後1株当たり中間
純利益の算定に含めて
おりません。

平成17年新株予約権
（ストックオプショ
ン）9,334株及び平成
18年新株予約権（スト
ックオプション）220
株については、希薄化
効果を有していないた
め、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益の算
定に含めておりませ
ん。

平成18年新株予約権
（ストックオプショ
ン） 220 株について
は、希薄化効果を有し
ていないため、潜在株
式調整後1株当たり当期
純利益の算定に含めて
おりません。

　

　 　

３  株式分割について

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

当社は、平成19年７月１日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行いました。

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下

のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 82,562円83銭

１株当たり中間純利益 17,398円51銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 15,761円91銭
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　平成19年2月13日開催の当社取締役

会決議に基づき、以下のように株

式分割による新株式を発行してお

ります。 

(1) 株式分割の目的

当社株式の流動性向上を図るとと

もに、1株当たりの投資金額を引き

下げ、個人投資家層の拡大を目的

とするものであります。

　

(2) 株式分割の内容

①分割により増加する株式数

普通株式　287,023株

②分割方法

平成19年6月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載又は記録さ

れた株主の所有株式数を平成19年

7月1日付で1株につき2株の割合を

もって分割する。 

　

(3)1株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとお

りであります。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

61,521円52銭 82,562円83銭

１株当たり中間純利

益金額

１株当たり中間純利

益金額

12,610円37銭 17,398円51銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

12,414円00銭 15,761円91銭

　

前連結会計年度

１株当たり純資産額

65,190円04銭

１株当たり当期純利益

金額

15,875円24銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

15,312円67銭

　

　
――――――─――――

　

（資産の取得及び譲渡）

平成20年2月1日付で組成された匿

名組合KRF20（連結子会社）が、ケ

ネディクス不動産投資法人から同

日付で住宅23物件を取得し、連結

子会社である匿名組合ケイダブリ

ューオー・フォース他３社が、同

投資法人へ同日付でオフィスビル

９物件を譲渡しております。本取

引の概要は以下の通りでありま

す。

(1) 取得及び譲渡の理由

ケネディクス不動産投資法人がオ

フィスビルへの重点投資を進めて

いる一方、当社グループは住宅物

件で構成されるファンドの組成を

推進していることから、売買契約

の締結に至ったものです。

(2) 取得及び譲渡の相手会社の名

称

ケネディクス不動産投資法人

(3) 取得資産の種類及び用途

住宅を信託財産とする信託受益権

(4) 譲渡資産の種類及び用途

オフィスビル3物件及びオフィスビ

ルを信託財産とする信託受益権6物

件

(5) 取得及び譲渡の時期

平成20年２月１日

(6) 取得価格

レガーロ御茶ノ水Ⅰ・Ⅱ（取得価

格3,670百万円）、ストーリア白金

（取得価格3,370百万円）、トレデ

ィカーサ南青山（取得価格2,680百

万円）、芦屋ロイヤルホームズ

（取得価格2,420百万円）、レガー

ロ芝公園（取得価格2,280百万

円）、レガーロ茨木Ⅰ・Ⅱ（取得

価格1,620百万円）、コート日本橋

箱崎（取得価格1,220百万円）、コ

ート西新宿（取得価格1,160百万

円）、コレクション東桜（取得価

格1,150百万円）、並びに茅ヶ崎ソ

シエ弐番館（取得価格1,140百万

円）他13件、合計23物件で総額

31,490百万円

(7) 譲渡価格

飛栄九段北ビル（譲渡価格7,600百

万円）、KDX博多南ビル（譲渡価格

4,900百万円）、KDX新横浜381ビ

ル（譲渡価格4,700百万円）並びに

KDX川崎駅前本町ビル（譲渡価格

3,760百万円）他５物件、合計９物

件で総額31,980百万円
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

２　当社は平成19年8月14日開催の取締

役会において、公募による新株式

発行を決議し、平成19年9月3日を

払込期日とする公募増資を実施し

ました。その概要は以下のとおり

です。
　(1)  募集株式の数
　　　 当社普通株式　　50,000株　
　(2)  募集の方法
　　 　公募による一般募集
　(3)  払込金額

一株につき　163,680円

 (4)  増加する資本金の額

4,092百万円

増加する資本準備金の額

4,092百万円

一株につき　81,840円
　 (5)　払込金額の総額
　　　　8,184百万円
　(6)　払込期日　

平成19年9月3日
　(7)　資金の使途

当社の組成する投資ビークルへ
の匿名組合出資等に充当する予
定であります。

　

　 　

　

　 ケネディクス㈱(4321)平成20年12月期中間決算短信

― 52 ―



　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

３　当社は平成19年8月14日開催の取締

役会において、グリーンシューオ

プションの付与者を新株式の割当

先とする第三者割当増資の決議を

行っております。

(1)　グリーンシューオプションについ

て

平成19年8月14日開催の取締役会

において決議された公募増資に

伴い、その需要状況を勘案した

結果、日興シティグループ証券

株式会社が当社株主である本間

良輔（貸株人）より借り入れる

当社普通株式の売出し7,500株

(「オーバーアロットメントによ

る売出し」)を行いました。この

日興シティグループ証券株式会

社が貸株人より借り入れる当社

普通株式の返却を目的として、

日興シティグループ証券株式会

社を割当先とする第三者割当増

資の決議を行っております。こ

れに関連して、当社は、割当先

である日興シティグループ証券

株式会社に対して、オーバーア

ロットメントによる売出しに係

る株式数を上限として、第三者

割当増資の割当を受ける権利(グ

リーンシューオプション)を付与

する決議を同日の取締役会にお

いて行っております。なお、当

社の取締役会は、第三者割当増

資予定株式数7,500株全てについ

て決議しておりますが、安定操

作取引で買付けた株式を、貸株

人より借り入れる株式の返却に

充当する場合及びシンジケート

カバー取引が行われた場合には、

その株数に応じて、当該第三者

割当増資を行う株式数が減少ま

たは当該第三者割当増資が中止

されることがあります。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(2)　第三者割当増資について

　　①募集株式の数
　　　当社普通株式　7,500株
　　②割当の方法

グリーンシューオプション付与者

に対する第三者割当増資
　　③払込金額

一株につき　163,680円
④増加する資本金の額(上限)
  613百万円
　増加する資本準備金の額(上
  限)
  613百万円

　　⑤払込期日
　　　平成19年10月3日

　

　 　

　

(開示の省略)

リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算

短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。
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５　中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 13,865 　 　 9,000 　 　 23,308 　

　２　営業未収入金 　 　 714 　 　 979 　 　 704 　

　３　販売用不動産出資金 　 　 79,524 　 　 170,535 　 　 98,336 　

　４　買取債権 　 　 14 　 　 12 　 　 13 　

　５　関係会社短期貸付金 　 　 2,066 　 　 3,404 　 　 785 　

　６　その他 　 　 4,595 　 　 5,416 　 　 7,726 　

　　　流動資産合計 　 　 100,781 70.5 　 189,347 75.7 　 130,874 72.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 117 0.1 　 120 0.1 　 128 0.1

　２　無形固定資産 　 　 23 0.0 　 20 0.0 　 22 0.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 30,242 　 　 43,754 　 　 35,003 　

　　(2) 出資金 　 　 220 　 　 268 　 　 175 　

　　(3) 長期貸付金 　 　 10,843 　 　 15,673 　 　 12,446 　

　　(4) その他 　 　 780 　 　 820 　 　 779 　

　　　投資その他の資産
　　　合計 　 　 42,087 29.4 　 60,517 24.2 　 48,405 27.0

　　　固定資産合計 　 　 42,228 29.5 　 60,658 24.3 　 48,556 27.1

　　　資産合計 　 　 143,009 100.0 　 250,006 100.0 　 179,431 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　営業未払金 　 　 26 　 　 6 　 　 6 　

　２　短期借入金 　 　 37,706 　 　 105,676 　 　 37,022 　

　３　コマーシャル・
　　　ペーパー

　 　 4,000 　 　 1,000 　 　 6,000 　

　４　１年内返済予定
　　　長期借入金

　 　 2,185 　 　 4,815 　 　 3,697 　

　５　1年内償還予定社債 　 　 3,385 　 　 4,386 　 　 3,435 　

　６　未払法人税等 　 　 6,945 　 　 1,125 　 　 7,107 　

　７　賞与引当金 　 　 350 　 　 292 　 　 - 　

　８　役員賞与引当金 　 　 150 　 　 229 　 　 430 　

　９　その他 　 　 531 　 　 7,133 　 　 763 　

　　　流動負債合計 　 　 55,281 38.6 　 124,665 49.8 　 58,461 32.6

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 31,043 　 　 41,657 　 　 44,684 　

　２　長期借入金 　 　 10,702 　 　 19,740 　 　 17,970 　

　３　繰延税金負債 　 　 - 　 　 - 　 　 314 　

　４　退職給付引当金 　 　 14 　 　 20 　 　 17 　

　５　その他 　 　 1,257 　 　 256 　 　 303 　

　　　固定負債合計 　 　 43,017 30.1 　 61,673 24.7 　 63,289 35.3

　　　負債合計 　 　 98,298 68.7 　 186,338 74.5 　 121,750 67.9
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 9,747 6.8 　 14,585 5.8 　 14,546 8.1

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 10,006 　 　 14,844 　 　 14,805 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 10,006 7.0 　 14,844 5.9 　 14,805 8.3

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　繰越利益剰余金 　 23,526 　 　 33,976 　 　 27,503 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 23,526 16.5 　 33,976 13.6 　 27,503 15.3

　　　株主資本合計 　 　 43,281 30.3 　 63,407 25.4 　 56,855 31.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券

　　　評価差額金
　 　 1,569 1.1 　 97 0.0 　 752 0.4

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 △139 △0.1 　 162 0.1 　 72 0.0

　　　評価・換算差額等
　　　合計 　 　 1,429 1.0 　 260 0.1 　 825 0.4

　　　純資産合計 　 　 44,710 31.3 　 63,667 25.5 　 57,680 32.1

　　　負債純資産合計 　 　 143,009 100.0 　 250,006 100.0 　 179,431 100.0
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　営業収益 　 　 16,721 100.0 　 13,320 100.0 　 26,674 100.0

Ⅱ　営業原価 　 　 76 0.5 　 58 0.4 　 132 0.5

　　営業総利益 　 　 16,645 99.5 　 13,262 99.6 　 26,542 99.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 1,749 10.4 　 1,954 14.7 　 3,435 12.9

　　　営業利益 　 　 14,895 89.1 　 11,307 84.9 　 23,106 86.6

Ⅳ　営業外収益 　 　 1,656 9.9 　 2,729 20.5 　 1,993 7.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 1,612 9.6 　 1,971 14.8 　 3,413 12.8

　　　経常利益 　 　 14,940 89.4 　 12,066 90.6 　 21,686 81.3

Ⅵ　特別利益 　 　 - - 　 131 1.0 　 160 0.6

Ⅶ　特別損失 　 　 - - 　 171 1.3 　 - -

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益 　 　 14,940 89.4 　 12,026 90.3 　 21,846 81.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税 　 7,168 　 　 3,217 　 　 10,100 　 　

　　　法人税等調整額 　 △1,603 5,564 33.3 842 4,060 30.5 △1,606 8,494 31.8

　　　中間(当期)純利益 　 　 9,375 56.1 　 7,965 59.8 　 13,352 50.1
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高(百万

円)
9,648 9,907 9,907 15,008 15,008 34,564

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 99 99 99 － － 198

　剰余金の配当 － 　－ － △856 △856 △856

　中間純利益 － － － 9,375 9,375 9,375

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

－ － － － 　－ －

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

99 99 99 8,518 8,518 8,717

平成19年６月30日残高(百万

円)
9,747 10,006 10,006 23,526 23,526 43,281

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万
円)

654 △111 542 35,106

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 － － － 198

　剰余金の配当 － － － △856

　中間純利益 － － － 9,375

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

915 △28 　887 887

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

915 △28 887 9,604

平成19年６月30日残高(百万
円)

1,569 △139 1,429 44,710
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年12月31日残高(百万

円)
14,546 14,805 14,805 27,503 27,503 56,855

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 39 39 39 － － 79

　剰余金の配当 － － － △1,492 △1,492 △1,492

　中間純利益 － － － 7,965 7,965 7,965

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

39 39 39 6,473 6,473 6,552

平成20年６月30日残高(百万

円)
14,585 14,844 14,844 33,976 33,976 63,407

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万
円)

752 72 825 57,680

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 － － － 79

　剰余金の配当 － － － △1,492

　中間純利益 － － － 7,965

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

△655 90 △565 △565

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△655 90 △565 5,987

平成20年６月30日残高(百万
円)

97 162 260 63,667
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高(百万

円)
9,648 9,907 9,907 15,008 15,008 34,564

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 4,897 4,897 4,897 － － 9,795

　剰余金の配当 － － － △856 △856 △856

　当期純利益 － － － 13,352 13,352 13,352

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額
　(純額)

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計
(百万円)

4,897 4,897 4,897 12,495 12,495 22,290

平成19年12月31日残高(百万

円)
14,546 14,805 14,805 27,503 27,503 56,855

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万
円)

654 △111 542 35,106

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 － － － 9,795

　剰余金の配当 － － － △856

　当期純利益 － － － 13,352

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額
　(純額)

98 184 282 282

事業年度中の変動額合計
(百万円)

98 184 282 22,573

平成19年12月31日残高(百万
円)

752 72 825 57,680
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６　その他

　　該当事項はありません。
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